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な展開のための提言 (11自由契約サービスに対する補助システムの導入 (a 措置制度の磁力化による乳児 ・延長休










今後の保育対策の推進について (1)乳児保育 (a.育児休業制度との並行 b 無認可保育施設に対する処遇面を含む市道監督の
(意見具申) 強化)
(主体:中児審保育対策部会 (21延長保育 ・夜間保育(夜間保育の再検討)










研究会報告 (21妊娠・出産期における母子保健 (a. 日常生活全般にわたる指導の充実 b.女性の社会進出
(主体。新しい時代の母子保 への支援の強化 c 育児教育の充実と父親の育児参加への支援)
健を考える研究会 (3)産穏期・新生児期における母子保健 (41乳幼児期における母子保健
主催 中児審母子保健対策部会 (5)学童期における母子保健 (61母子保健の実施基盤整備
発行年 :1989年12月)
今後の児童手当制度のあり方に *今後の児童対策の基本的方向
ついて一 報告書(案)ー (1)児童に対する社会資源の配分 (21一般児童の健全育成対策の重視
(主体児童手当制度基本間 (3)女性の社会進出に応じた児童対策の展開 (4)幅広い児童対策の必要性 (a.措置制度から
題研究会 の脱却と多様な保育ニーズへの対応 b.民間の児童関連産業 (チャイル ド・ビジ不ス)の育
発行年・ 1989年12月) 成と活用) (5)児童対策と高齢者対策の一体的実施
これからの家庭と子育てに関す (1)家庭と子育てをめぐる国民的議論の展開
る懇談会報告書 (2)家庭基盤整備のための支援策 (a.子育てに関する親としての意識の高揚 b.家庭や子育て
(主体 これからの家庭と子 に関する総合的な相談援助体制の整備 c 母子保健対策の充実 d 子育ての経済的支援)
育てに関する懇談会 (3)働く女性に対する支援策の拡充
主催・厚生省 (4)地域社会における児童健全育成の推進 (a.遊び場の計画的な整備などハ ドー菌の充実とネ ッ
発行年:1990年1月 卜ワーク化 b.多様な経験の場の提供や遊びのリーダーの養成など ソフト面の充実)
(5)家庭と両立する企業活動 (61国際協力の推進
新しい時代を担う子どもたちの (1)子育てに関する両性の貨任についての自覚を促し、子育ての喜びを伝える等様々な意識の啓発
ために(申し入れ) (2)子育てについての環境整備 (a.新しい多様な保育サービスの提供 b.児童手当制度の充実)
(主体社会保障制度審議会 C 育児休業制度の法的整備 d 労働時間の短縮・弾力化 e 住環境の整備 f.教育へ
発行年:1990年12月) の対応〕
今後の児童手当制度のあり方に (11児童手当制度の改革
ついて(意見具申) (2)街祉施設 (育児支援の観点から長時間保育ニ ドー等に対応する新しい保育サーピスの展開)
(主体.中央児童福祉審議会
発行年 1990年12月)
健やかに子供を生み育てる環境 (11家庭生活と職業生活の調和 (a.家族が共に過ζす生活時間の確保 b.職業生活と家庭生活
づくりについて の両立支援 C目男性の家庭生活への参加促進〕
(主体健やかに子供を生み (21家庭生活と生活環境の整備 (a.住環境の整備 b.子どもの遊び場環境の整備 c 家族ぐ
育てる環境づくりに関 るみでの社会活動の促進)
する関係省庁連絡会議 (31家庭生活と子育て支援 (a.ゆとりある教育の確保等 b.子育てに伴う経済的負担の軽減














いるが、周知のようにこれらは既存の事業のうち、必ず チャイノレド ・ビジネスに関する指摘は、 「新しい時代
しも十分に実施されているとはいいがたい事業であり、 の母子保健を考える研究会報告J (新しい時代の母子保
「新しし、Jとか 「一時的Jと呼ぶにはやや語弊がある。 健を考える研究会、 1989.12)にもみられる。ここでは
この中で、 「長寿 ・福祉社会を実現するための施策の碁 母子保健の実施基盤整備の中で r(家事サービス等の)





























































































































































(1)子育てにゆとりを(家庭への支援) (a. ファミリーア ドバイザーの養成
子育てセンター
(2)子どもに遊びを (a.多様な情報提供 b. 遊び場の整備 c 指導者の養成)
(3)地援のつながりを (a.1子どものためのコミュニティ会議」の創設 b.児童館の整備 ・運営
(4)明日を育む社会づくり (a.啓発の強化 b.チャイルドビジネスの健全育成 c 児童に配
慮した街づくり・施設づくりの促進)








b. 3か月以降もできるだけ育児休業制度 c 早期に社会復帰を望む父母に乳児保育)
(2)夜型延長保育と深夜保育 (a.夜型延長保育/現行延長保育制度を夜10時まで延長・在園時間




談ネットワークの構築 ・育児講座 ・子育てワークショップ b.一時的保育事業/緊急一次保
育 ・非定型的保育 ・集団不適応児童ー との交流 c その他の事業/地域の異年齢児との交流・
卒園児へのケア ・留守家庭児童へのケア ・学生ボランティアの受け入れ ・施設の地域開放 ・高
齢者等との交流)






















































全 体 公立 私立
項 目
施設数 % 施設数 % 施設数 % 
老人福祉施設訪問等世代間交流事業 1 4 23.7 l 5.9 1 3 31.0 
地域における異年齢児交流事業 1 0 16.9 5.9 9 21.4 
保護者等への育児講座 1 3 22.0 2 11.8 1 1 26.2 
郷土文化伝承活動 5 8.5 。 0.0 5 11.9 
保育所退所児童との交流 3 5.1 。 0.0 3 7.1 
地域の特製に応じた保育需要への対応 7 11.9 4 23.5 3 7.1 





入所の理由 全 体 公 立 私 立
件数 % 件数 % 件数 % 
母親の病気・通院 7 4 6.4 3 2 10.6 4 2 4.9 
父母等の入院・看護 1 1 1 9.6 2 8 9.3 8 3 9.7 
子どもの通院 2 1 1.8 1 5 5.0 6 0.7 
出 産 4 1 3.6 2 0 6.6 2 1 2.5 
葬儀 ・法事 1 4 1.2 5 1.7 9 1.1 
結婚式 1 1 1.0 7 2.3 4 0.5 
ヲ| 越 1 7 1.5 5 1.7 1 2 1.4 
求職活動 3 3 2.9 1 0 3.3 2 3 2.7 
研 修 5 3 4.6 2 5 8.3 28 3.3 
免許取得 1 2 1.0 2 0.7 1 0 1司2
職業訓練 1 4 1.2 1 0.3 1 3 1.5 
就 学 8 0.7 4 1.3 4 0.5 I 
非定型就労 5 9 4 51.5 8 9 29.5 505 59.3 
ボランティア活動 6 0.5 l 0.3 5 0.6 
その他 1 4 5 12.6 58 19.2 87 10.2 






利用児の年齢は、 2歳児が段も多く 30.9%であるが、 「市町村が決定した」が88.2%であるのに対して、私立
これも公私立問でかなり差がみられる。公立では2歳児 保育所ではこれは16.7%にすぎず、 「保育所のこれから
が42.0%で、 l歳未満児は6.2%にすぎないが、私立で のあり方と受けとめたから」が52.3%と半数を越えるな
























全 体 公立 私立
飽設数 % 施設数 % 施設数 % 
やってよかったと思う 3 0 50.9 6 35.3 2 4 57.1 
やってみて疑問が多い 1 3 22.0 5 29.4 8 19.1 
特にいうことはない 3 5.1 2 1.8 2.4 
その他 1 0 17.0 2 11.8 8 19.1 
無回答 6 10.2 3 17.7 3 7.1 






担当の民生児童委員があたった。なお回収は、密封封筒 と思う」、 「どちらかといえば必要だと思う」、 「あま
を用い、希望者は直接大阪府に郵送してもらった。その り必要とは息わない」、「必要とは恩わない」の4段階で
結果、 2，617の有効標本が得られた(有効標本率93.5%)。 回答を求めた。必要性は、調査対象世帯にと ってではな
なお調査の具体的業務は、大阪府児童問題研究会(代 く、現代社会においてという形で判断してもらった。ま
表 .山脈文治〉が、大阪府福祉部よ り委託を受け行った。 た、個々のニーズを総合的に判断するものとして、必姿
度という指綴を用いているが、 これは 「必要だと思う」
2 )一時的保育ニーズの定義と分析の方法 10点、 「どちらかといえば必要だと思うJ7.5点、 「あ
本調査では、 一時的保育ニーズをそのようなニーズに まり必要とは思わないJ5.0点、 「必要とは恩わない」
対応するサービスを必要とする状況としてとらえ、以下 2.5点とし、その算術平均をと ったものである。
に示すような地犠保育センタ ーでイメ ージされていたも 集計の結果は表6に示す通りである。 I必要だと思う」
のを中心とする広範なサービスを設定した。 が最も多かったのは 「必要なときにその都渡預かる保育」














半 週 都必 病
か生後
日 .-{ 導子の地域 地 重汗量日 2 度要 祝 よピ 貫主君程 預な 児 ら l 向う l
度 3 時 預か 日 いなシ に子日 て庭家ツ たの
子z室子がz の の る，・<: 保 る月 のタ 保育る談相指 しど保 保育 保そ 保i 保 育保に 1 たも育 育の 育 青い 育 出の を
必要だと思う 857 734 1，542 1，0 1 6 633 7 3 2 878 5 2 7 1， 1 7 9 1，205 (32.7) (28.0) (58.9) (38.8) (24.2) (28.0) (33.5) (20.1) (45目1) (46.0) 
どちらかといえば 496 620 554 518 419 5 9 2 5 9 2 6 2 0 8 9 5 8 6 5 
必要だと思う (19.0) (23.7) (2l.2) (19.8) (16.0) (22.6) (22.6) (23.7) (34.2) (33.1) 
あまり必要とは 7 2 9 690 2 8 3 4 5 1 7 2 6 5 7 4 674 9 0 1 319 335 
恩わない (27.9) (26.4) (10.8) (17.2) (27.7) (21. 9) (25.8) (34.4) (12.2) (12.8) 
必要とは恩わない 4 6 4 482 183 5 5 2 763 632 3 7 0 4 5 5 119 115 (17.7) (18.4) ( 7.0) (21.1) (29.2) (24.1) (14.1) (17.4) ( 4.5) ( 4.4) 
無回答 7 1 9 1 5 5 80 7 6 87 103 114 105 9 7 ( 2.7) ( 3.5) ( 2.1) ( 3.1) ( 2.9) ( 3.) ( 3.9) ( 4.4) ( 4.0) ( 3.7) 
メcコ>. 百十 2，6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 7 2，6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 72，6 1 7 2.6 1 7 2.6 1 7 2，6 1 7 (100%) (100%) (1∞%) (100%) (1∞%) (100%) (100%) (1∞%) (100%) (100%) 




















関 祖父母の同居 8 ・





世帯収入 調， . 
子ど 子ども数
も 未就学児数
の 平日の昼間の過ごし方 “ • • • • • • f性属 未就学児の年船織成 . 司v・ ‘'・
年齢 司惨 司院
就労の有無 降ー 司降 . 事.
親母 就労形態 “・ • • *・




保育所の利用 • • . .・ . • • 4・.
病気等
父が仕事を休んだ ョ， . 
保
母が仕事を休んだ
育 の 職場に連れて行く際 • 所 の 同居家族に頼んだ . 







望ましい保育開始時間 事司也 • . • • 
望ましい保育終了時間 事司降 • • . -・p
子育て不安 司修 司隊 . ‘ 
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4惨 • • ヨ惨 事 • • 
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(* : P<0.05 * * : P<O.Ol) 
(9) 
316ー 人間福祉学
表8 半日程度の保育の必要度 表10 必要な時にその都度預る保育の必要性
未就学児の年齢構成 未就学児の年齢構成
3歳未満児のみ 6. 89 3歳未満児のみ 8. 3 7 
両方いる世帯 6. 7 6 両方いる世帯 8. 4 8 
3歳以上児のみ 6. 4 5 3歳以上児のみ 8. 2 7 
平日の昼間の過ごし方 保育所の利用
すべて保育所 5. 8 3 今も利用 7.32 
幼稚園か保育所 6. 64 かつては利用 8. 3 1 
すべて家庭 6. 96 利用を考えた 8. 68 
その他 6. 7 4 考えたこと無 8. 54 
母親の就労の有無 平日の昼間の過ごし方
就労している 6. 3 7 すべて保育所 7.26 
就労していない 6. 87 幼稚園か保育所 8. 4 8 
保育所の利用 すべて家庭 8. 5 1 
今も利用 5. 9 5 その他 8. 52 
かつては利用 6. 4 2 世帯収入
利用を考えた 6. 97 250万円未満 7. 6 0 
考えたこと無 6. 85 5 0 0万円未満 8. 38 
不安への対応 7 5 0万円未満 8. 4 9 
何かを頼った 6. 75 1 000万円未満 8. 39 
自分で解決 6. 22 1 000万円以上 8. 42 
母親の就労の有無
表9 週 2~3 日の保育の必要度 就労している 7. 96 
未就学児の年齢構成 就労していない 8. 57 
3歳未満児のみ 6. 79 母親の就労形態
両方いる世帯 6. 7 3 常 動 7.50 
3歳以上児のみ 6. 1 8 パート・アルバイト等 8. 05 
平日の昼間の過ごし方 自営業・家庭 8. 3 0 
すべて保育所 5. 7 1 その他の形態 8. 0 2 
幼稚園か保育所 6. 35 子育て上の不安
すべて家庭 6. 88 よくある 8. 6 6 
その他 6. 6 5 ときどきある 8. 4 1 
母親の就労の有無 あまりない 8. 20 
就労している 6. 25 ほとんどない 7. 69 
就労していない 6. 76 不安への対応
保育所の利用 何かを頼った 8. 4 1 
今も利用 5. 7 3 自分で解決 8. 02 
かつては利用 6. 4 9 
手IJ周を考えた 6. 92 
考えたことむ 6. 7 1 
不安への対応
何かを頼った 6. 65 





手首 動 7. 8 4 
バ 卜ー ・アルバイト等 6. 6 7 
自営業 ・家族 7. 00 





与えたこと無 6. 7 8 
子育て上の不安
よくある 7.33 
ときどきある 6. 99 
あまりない 6. 7 2 
ほとんどない 6. 4 5 
不安への対応
何かを頼った 7. 0 3 
自分で解決 6. 4 1 
表12 生後1か月くらいから預かる保育の必要度
平日の昼間の過ごし方
すべて保育所 6. 48 
幼稚園か保宵所 5. 75 
すべて家庭 5. 8 0 
その他 5. 95 
母親の就労形態
?吉 動 7. 0 0 
パ トー ・アルバイト等 5. 77 
自営業 ・家族 6. 0 2 
その他の形態 5. 82 
保育所の利用
今も利用 6. 4 8 
かつては利用 6. 30 
利用を考えた 6. 1 2 
考えたこと無 5. 5 8 
子育て上の不安
よくある 6. 1 5 
ときどきある 5. 9 7 
あまりない 5. 6 6 




すべて保育所 6. 93 
幼稚留か保育所 6. 1 3 
すべて家庭 6. 2 7 
その他 6. 59 
母親の就労の有無
就労している 6. 79 
就労していない 6. 25 
母親の就労形態
常 勤 7.36 
パ トー ・アルバイト等 6. 64 
自営業 ・家族 6. 80 
その他の形態 6. 3 0 
保育所の利用
今も利用 6. 9 3 
かつては利用 6. 9 0 
利用を考えた 6. 5 7 
考えたこと無 6. 1 5 
子育て上の不安
よくある 6. 7 0 
ときどきある 6. 38 
あまりない 6. 4 5 
ほとんどない 5. 34 
不安への対応
何かを頼った 6. 4 5 
自分で解決 5. 9 1 
表14 ベビージッターのような派遣型保育の必要度
世帯収入
2 5 0万円未満 6. 5 7 
500万円未満 6. 78 
7 5 0万円未満 7. 08 
1 000万円未満 7. 38 




あまりない 6. 8 5 
ほとんどない 6. 2 1 
不安への対応
何かを頼った 7. 05 









3歳未満児のみ 6. 44 
両方いる世帯 6. 1 5 
3歳児以上児のみ 6. 0 1 
平日の昼間の過ごし方
すべて保育所 5. 9 6 
幼稚園か保育所 5. 98 
すべて家庭 6. 36 
その他 6. 28 
子育て上の不安
よくある 6. 6 5 
ときどき 6. 26 
あまりない 5. 79 
ほとんど無 5. 7 1 
不安への対応
何かを頼った 6. 30 




よくある 8. 4 7 
ときどきある 8. 1 8 
あまりない 7. 84 
ほとんどない 7. 0 9 
不安への対応
何かを頼った 8. 1 9 




よくある 8. 4 2 
ときどきある 8. 22 
あまりない 7. 84 
ほとんどない 7.22 
不安への対応
何かを頼った 8. 22 






























































































































































































































The objective of the day nursery is to provide nursery care for babies and infants who do not 
receive sufficient care. The most common reason of the seven standards designated for admission 
is of guardians working full-time. 
Recently， however， public needs for child-care services have diversified. As a response， 
the Ministry of Health and Welfare has implemented occasional nursery care services program 
which consists of intermittent care services and emergency care dservices 
We study the background of the program establishment， circumstances of its enforcement and 
the scale of public needs， and also discuss the future direction of nursery care services. We conclude 
that day nurseries should be useful for families in which the mothers do not work， become comm 
unity resources， and become comprehensive centers for child-rearingφ 
( 15) 
